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 AI代替人員数のこれから
　生成AIの急速な進展により，
ホワイトカラー業務のあり方が大
きく変わろうとしています。特に
定型的な事務処理，情報収集，資
料作成，データ分析などの業務に
ついては，今後数年で相当程度の
自動化が進むとの見方が強まって
います。
　米国ではすでにAI活用を理由
とする人員削減事例が観察されま
す。トランプ大統領になって米国
の景気は上向きに転じたものの，
実は雇用者数が思ったほど増加し
ていません。その原因がAI代替
による就業者数減にあるともいわ
れています。
　しかし，日本では事情がやや異
なります。解雇規制が厳しく，長
期雇用慣行も根強いことから，AI
によって業務量が減少しても，直
ちに人員削減へ結び付けることは
容易ではないのでは？と考えます。
　また，企業は将来どの職種がど
の程度AIに代替されるのかを今
の時点では正確には予測できてい
ません。将来的にはAI代替によ

り必要人数が少なくなる職種があ
るはずだという漠然とした思いが
少しずつ広がりつつあるというの
が現在の状況だと思います。
　新卒採用市場は依然として売り
手市場であり，多くの企業は目先
の人材確保に追われています。し
かし数年後，彼ら新卒がそろそろ
一人前の戦力となる頃にAIによ
る業務代替が急速に進展，採用し
た人材を抱えながら仕事量だけが
減少するという事態も十分に想定
されます。日本企業はどのように
AI時代への移行を進めるべきで
しょうか。

 36協定運用の現状
その手掛かりの 1つとして，筆

者は36協定の運用を見直すべき
ではないかと考えています。高市
政権になり日本の旧態然とした労
働市場の改革が盛んにいわれてい
ます。この流れは大賛成ですが，
旧態然とした現状の改革には，既
得権者の強烈な反対を伴い時間が
かかります。そうであれば，この
古い労働市場の一部でも逆に活用

できる方法はないのかと考えたも
のです。
　筆者は様々な労働基準監督行政
対応策を多くの会社にアドバイス
してきました。振り返れば，36
協定の指導においては， 1人でも
協定上限を超えれば法違反となる
ため，企業にはできるだけ余裕を
持った上限設定を勧めることが一
般的でした。また，部門ごとの実
態を細かく分析してそれぞれの上
限時間を設定するよりも，最も繁
忙な部門に合わせて全社一律で設
定するというアドバイスも行って
きました。
　「都内では 4 分の 3 以上の事業
所が特別36協定を締結している
と思う」という実感を労働基準監
督官からは伺ったことがありま
す。この特別条項付き36協定が
広く利用されている背景にも，こ
うした事情があるだろうと考えて
います。
　コンプライアンスや法違反防止
の観点からは合理的な運用です。
しかし経営管理の観点から見る
と，そこには 1つの問題がありま
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す。部門ごとの将来性や労働需要
の違いが36協定に反映されてい
ないのです。

 AIはまず残業を奪う
　AIによる業務代替を考えようと
思い，「AIによる代替，効率化の
進展はまず残業を奪うのでは？」
という視点を据えてみました。
　AIはある日突然社員を不要に
するわけではありません。まず現
れるのは業務量の減少であり，結
果として残業時間が減少します。
AIによって業務効率が10％向上
したとしても，直ちに10％の人
員削減が行われるわけではなくま
ず残業時間の減少という形で現れ
ます。
　しかも時間外労働は，法定でも
25％，休日は35％，月60時間を
超えると50％というように，同
じ労働時間でも自動的に割増とな
る，企業にとってコストの高い労
働投入です。割増賃金が発生する
以上，AIによって削減できる業
務があるならば，企業はまず残業
時間の削減から着手するだろうと
考えました。
　さて，そうであれば，36協定
は単なるコンプライアンス文書で
はなく，将来の人的資本戦略を反
映するツールとして活用できるの
ではないでしょうか。
　例えば，AIによる代替可能性
が高いと考えられる部門について

は，36協定の上限時間を段階的
に引き下げていきます。まずは，
特別条項から外す，その先に月
45時間であった上限を30時間へ，
さらに20時間へと縮小していく
のです。最後は36協定の対象外
ということも想定できるのではと
思います。
　一方で，AIによる代替が難しく，
今後も企業が維持・強化したい部
門については，従来どおりの上限
設定を維持します。要は36協定
内容の多様化の促進です。
　これは長時間労働を推奨すると
いう意味ではありません。むしろ
企業がどの分野に人的資本を投入
し，どの分野から徐々に人的資本
を移行させようとしているのかを
明確にするという意味です。

 残業と副業の 2つの機会
　ここで重要になるのが副業・兼
業です。AI代替が進むと予想さ
れる部門について残業機会を減ら
し，その代わりに副業や兼業を積
極的に認める。社外での就業や学
習の機会を提供し，外部労働市場
との接点を持たせる。その結果と
して転職や独立，キャリアチェン
ジが促進されれば，企業は解雇や
退職勧奨に頼ることなく，自然な
形で人的資本の再配置を進めるこ
とができます。
　企業が将来的にも維持・強化し
たい人材には，引き続き社内で活

躍する機会を提供する。一方で，
AIによる代替可能性が高い職種
に従事する人材には，社外での経
験や新たなキャリア形成の機会を
提供する。36協定の運用を通じ
て，企業は人的資本の移行方向を
徐々に示していくことが可能にな
るのではないでしょうか。
　強い異論もあるはずです。しか
し，AIによる業務代替が進んだ
としても，日本企業が米国型のレ
イオフを容易に採用できるとは考
えにくいのが現実です。一方で，
何も手を打たなければ，企業は将
来的に過剰人員を抱え続けること
になります。
　であれば必要なのは，急激な人
員削減ではなく，長い時間をかけ
た人的資本の移行ではないでしょ
うか。
　36協定は本来，長時間労働を
規制するための制度です。しかし
AI時代においては，それに加え
て人的資本の再配置を支えるイン
フラとしての役割も担いうるよう
に思います。
　AIが人の仕事を奪うのかという
議論は数多くなされています。し
かし，日本企業にとってより重要
なのは，「奪われた仕事から人を
どのように移行させるのか」とい
う問いです。その答えの 1つとし
て，36協定の戦略的な活用を検討
する余地があるのではないでしょ
うか。
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